

Q１.　建退共制度の対象となる事業主と労働者の範囲について、教えてほしい。
A.　　建設業を営む事業主であれば、加入できます。（法人､個人､許可有無問わない）

また、中退法によれば、建退共制度の被共済者となる者は、建設業を営む事業主に期間を定めて雇用される者で、建設業に従事することを常態とする者となっています。
　　　しかしながら、建設業界の雇用実態は複雑でありますので、従来より、「建設業を営む事業主に雇用されている労働者で、建設業の現場で働いている者」は全て建退共制度の被共済者となりうるものとしています。

　　　※事業主、役員報酬を受けている方、及び本社等の事務専用社員は被共済者になることはできません。
Q２.　建退共制度の会社の新規加入（契約）手続きについて教えてほしい。
　　　①「建設業退職金共済契約書」に住所、名称、電話番号等を記入、押印し、同時に②「建設業退職金共済手帳申込書」に被共済者となる建設現場で働く従業員の氏名、生年月日、性別、職種、住所を記入し建退共沖縄県支部に提出してください。

　　　　なお、自社に対象労働者がなくもっぱら下請けを使っている場合には、「手帳申込書」に替えて③「手帳申込をしない理由書」に必要事項を記入、押印して、提出して下さい。

　　　※掛金は、事業主の全額負担です。

Q３.　共済手帳を持っている者が入社した場合、どうしたらよいか。
A.　　共済手帳を持っている者が入社した場合、継続して手帳に貼付して下さい。
  （前の会社で証紙を途中まで貼付している場合は、本人同意のもとで、どこからが
　　自社貼付分かわかるように管理して下さい。「建設業退職金共済被共済者就労及び証紙貼付管理台帳」のような形式のもの。）
Q４.　加入資格者は、建設業を営む方となっていますが、警備業者は加入できますか。
A.　　建退共制度の対象となる事業主は、建設業を営む事業主となっております。従って警備会社は建退共制度に加入できる事業主に該当しません。ただし、警備会社であっても、建設業の許可を得るなど建設業を営んでいる場合は、加入することができます。
　　　なお、建設業の業務に従事していることが常態（本職又は、本業として年間１００日程度建設業で働いておもな収入を得ている）である者であれば、ガードマン、現場雑務などであっても本制度の対象労働者（被共済者）となり得ます。
Q５.　いわゆる一人親方でも建退共制度に加入できますか。
A. 一人親方の場合は、任意組合に加入すれば、建退共制度に加入できます。

ただし、技能修得中の者意外の者を常時雇用して事業を営む者（個人事業主とみな

す）は、たとえ一人親方と称せられても任意組合に加入することはできません。
Q６.　中退共に加入している者も加入できるのか。
A.　　現在、中退共の被共済者となっている者は、建退共の被共済者となることは出来ません。現場労働者性が高く、建退共の方がより適している者については、移動通算の手続をとって下さい。
　　　なお、事業主は、それぞれの制度に該当する労働者がいる場合には、両方の退職金制度の共済契約を締結する（加入する）ことが出来ます。
Q７.　中退共から建退共への移動通算の手続を教えてほしい。
A.　　被共済者が申し出る場合と共済契約者が申し出る場合がありますが、どちらの場合も「移動通算申出書」と中退共の共済手帳を提出することになります。

労働者から申し出る場合と事業主から申し出る場合で必要書類が少し異なりま

す。詳しくは、お問い合わせ下さい。
Q８.　建退共から中退共への移動通算の手続を教えてほしい
A.　　建退共から中退共に移動する場合の手続き方法については、中退共本部が直接行ないます。　　　【 問い合わせ先　中退共本部　℡03-3436-0151 】

Q９.　共済証紙の購入は公共工事のみでよいのでしょうか。
A. 民間工事の場合にも共済証紙を購入して下さい。
公共工事・民間工事を問わず、共済証紙は購入し貼付けをすることになります。
　建退共制度の対象労働者数及びその延べ就労日数を的確に把握し、必要な枚数の共済証紙を購入すれば足りるものです。

　　　　例）１ヶ月就労日数　
　　　　（１人分）　２５日の場合　　２５日×３１０円＝７，７５０円
　　　※掛金助成手帳の場合は、免除を除く日数分の購入

Q１０.　共同企業体（JV）で工事を請負った場合の共済証紙購入について。
A.　　JVで工事を請負った場合、各構成員の事業所がそれぞれの工事分担比率に応じて共済証紙を購入するのが原則となります。
　　　事務処理の便宜のため、JVの代表企業が一括して共済証紙を購入し、下請に配布する方式を採られてもかまいませんが、その場合には、証紙購入実績が代表企業以外の構成員には、購入実績が計上されませんので注意が必要です。

　　　

いずれの場合も、共済証紙は実態に即して「共済証紙受払簿」で管理して頂くことになります。
Q１１.　共済証紙はどのくらい購入すればよいか。
A.　　共済証紙は、必要な枚数（対象労働者の延べ就労日数分）だけ購入するのが原則です。

　　　公共工事では発注者から共済証紙購入の指導がある場合のみでなく、無い場合についても必要な共済証紙を購入して、被共済者の共済手帳に貼付するようにして下さい。
　　

【適切な購入】

　　　　　（対象労働者）×（延べ就労日数）に応じて購入して下さい。
　　適切な購入枚数が算出できない、あるいは指示が無い場合には、下表の購入の目安を参考に活用して下さい。
　　なお、公共工事を受注した場合等で、発注機関から別途の指示があった場合には、それに従ってください。
	
	土　木

	
	舗装
	橋梁等
	隧道
	堰堤
	浚渫・
埋 立
	その他
の土木

	1,000 ～
9,999千円

	3.5/1000
	3.5/1000
	4.5/1000
	4.1/1000
	3.7/1000
	4.1/1000

	10,000 ～
49,999千円

	3.3/1000
	3.2/1000
	3.6/1000
	3.8/1000
	2.8/1000
	3.6/1000

	50,000 ～
99,999千円

	2.9/1000
	2.8/1000
	2.8/1000
	3.1/1000
	2.7/1000
	3.1/1000

	100,000 ～
499,999千円

	2.3/1000
	2.1/1000
	2.1/1000
	2.5/1000
	1.9/1000
	2.3/1000

	500,000 千円以上 
	1.7/1000
	1.6/1000
	1.9/1000
	1.8/1000
	1.7/1000
	1.8/1000


	
	建　　築
	設　　備


	
	住 宅
・同設備 
	非住宅
・同設備 
	屋外の
電気等 
	機械器具
設 置 

	1,000 ～
9,999千円

	4.8/1000
	3.2/1000
	2.9/1000
	2.2/1000

	10,000 ～
49,999千円

	2.9/1000
	3.0/1000
	2.1/1000
	1.7/1000

	50,000 ～
99,999千円

	2.7/1000
	2.5/1000
	1.8/1000
	1.4/1000

	100,000 ～
499,999千円

	2.2/1000
	2.1/1000
	1.4/1000
	1.1/1000

	500,000 千円以上
	2.0/1000
	1.8/1000
	1.1/1000
	1.1/1000


（注）総工事費とは、請負契約額（消費税相当額を含む。）と無償支給材料評価額の合計額をいう。

「共済証紙購入の考え方について」における工事種別分類表

建設業退職金共済事業本部

１．土木工事

	工事種別
	判断の目安（具体的な例）

	舗装
	・道路、駐車場、通路、空き地などを砂利・アスファルト等で整備舗装する土木工事。
・ただし、管や電線路埋め戻しによる道路舗装（復旧）工事は除く。

	橋梁等
	・橋梁、高架道、モノレール等の高架鉄道、歩道橋、立体交差道、高架連絡橋（通路） などの土木工事及びこれらの工事に附帯する土木工事。

	隧道
	・トンネル（沈埋工法のものを含む）、地下鉄道、地下通路などの土木工事及びこれら の工事に附帯する土木工事。なお、地下街は「その他の土木工事」に区分される。

	堰堤
	・（発電用や砂防などの）ダム、（防波、防潮、防砂、導流、消波堤等の）堤防、（可動 堰等の）堰、防波水門、消波堤、護岸、よう壁、防災調整池、山腹工事などの土木 工事及びこれらの工事に附帯する土木工事（地下水遮断工事、集水井工等の排水 工事等）。

	浚渫・埋立
	・海底、川底、ダム底にたまった土砂や砂利等の掘削・撤去工事（該当土砂等の運搬 や残土処分なども一括して行う場合もこれに含まれます）。
・航路、泊地、舟だまり等臨海部の埋立造成（護岸工事）、畑や沼地などの埋立宅地 造成、橋梁築造等のための築島、河川等の浚渫、浸食海岸の砂入れなどの土木工 事及びこれらの工事に附帯する土木工事。

	その他の土木
	上記に属さない土木工事。（例）
・切土部分の掘削、土取り場、岩等の掘削、構造物基礎の掘削などの土木工事。
・河川の排水機場、下水処理施設、廃棄物処理場、ゴミ処理場の建設工事。
・一般の道路、農道、林道、鉄道、軌道の築造などの土木工事。
・地滑り防止工事、山留工事などの土木工事。
・公園､緑地､広場、校庭、青空駐車場、霊園、動物園、植物園の造築などの土木工事。
・空港滑走路、港の整備、築造などの土木工事。
・河川の整備、改修などの土木工事。
・農地、草地、開拓地、干拓地、農業用水路、ため池などの農業土木工事。
・土木構築物の解体工事。・土地造成工事。
・上・下水道における管渠、共同溝、パイプラインなどの管（渠）工事及びこれに附帯する 土木工事。
・路側道路標識設置・ガードレール敷設などの工事。
・道路清掃・道路白線敷設などの工事。・道路等の防水工事・補修工事。
・防護柵、フェンス等の敷設工事。


２．建築工事

	工事種別
	判断の目安（具体的な例）

	住宅・同設備
工事
	・マンション等の住宅や主に公務員の宿舎、寮、寄宿舎、合宿所の宿泊棟（準住宅扱い） などの住宅に該当する建築工事及びこれらの工事に附帯する設備工事。
・これらの建物に附帯する物置、トイレ、土蔵、車庫などの附属建築物の建築工事を含む。
・マンション、宿舎等の解体工事。
・建築で受注のマンション、宿舎等のはつり（外壁はがし）工事。
・マンション、宿舎等のビル外壁塗装工事。

	非住宅・同設備
工事
	・官庁、校舎、〇〇センター、再開発ビル、研究所、博物館や美術館、病院、図書館、 体育館、競技場、ドームスタジアム、観測所、職業訓練校、保養所や宿泊所、研修所、郵便局などの非住宅に該当する建築工事及びこれらの工事に附帯する設備工事。
・これらの建物に附帯する物置､ﾄｲﾚ､車庫などの附属建築物の建築工事を含む。
・官庁、学校等の解体工事。・建築で受注の官庁、学校等のはつり（外壁はがし）工事。
・官庁、学校等のビル外壁塗装工事。


３．設備工事

	工事種別
	判断の目安（具体的な例）

	屋外の電気等
	・屋外（地中、架空、水中などの）送電線、配電線、通信・電話線及びケーブル、光ファイ バーケーブル、ＰＨＳ等無線アンテナ、街灯、ライトアップ施設、これらの支持柱、支持 鉄塔等並びにこれに設置された変圧設備などの工事。
・信号機設置工事。・電線路共同溝（他の区分に属するものを除く）の工事。
・これらの工事に附帯する土木工事。

	機械器具設備
	・工場等における動力設備、機械基礎、築炉、変電設備、屋外電信・電話設備、電光 文字設備、機械信号施設、遊戯設備、有線・無線電話機械据付、無線電信機械据付、 抗井(石油・天然ガスの掘削)設備、電気信号設備などの機械単独工事、各種プラント。 なお、建築物内の電力、冷暖房、空調、消防、昇降等の建築設備工事は「住宅・同 設備工事」または「非住宅・同設備工事」に区分する。
・これらの工事に附帯する土木工事。


Q１２.　購入の目安で証紙を買ったら共済証紙が余ってしまいました。どうすればよいか。
A.　　他の工事に使ってください。当然、その社の財産として、次の工事に仕様して何ら差し支えないものです。
　　　しかし、共済証紙を、必要な被共済者に貼付していなかったり、下請業者から請求があったのに交付しなかったりした場合には、適正に履行しているとは認められないこととなりますので、注意して下さい。
Q１３.　下請への現物交付はどのような割合で交付するのか。
A.　　下請の対象労働者の就労日数に応じて交付して下さい。
　　　また、発注者の指示により証紙購入の目安で購入している場合は、その率に応じて渡して下さい。(証紙を渡した場合は必ず受渡書を交わして下さい)
            　
Q１４.　発注者から「証紙は、現場に出た日数分購入するように」と指示があり、購入はしたが、その工事に対する出面及び適切に貼付したか確認できる書類の提示を求められたがどうしたらよいか。
A.　　対応の手順としては、

①現場管理台帳を作成する

②現場労働者の手帳を回収する  
　　　　③労働者の出勤した日数分の証紙を手帳に貼付する
　　　　④貼付した証紙に消印をする
⑤手帳表紙及び、貼付した証紙（消印済）をコピーする
　　　最終的には、現場管理台帳、手帳表紙のコピー、貼付した証紙のコピーを発注者に提示するようにして下さい。（発注者から現物の提示を求められた場合は、それに従って下さい）
Q１５.　共済証紙の貼付対象日数及び貼付の仕方を教えてほしい。
A.　　共済証紙は、被共済者を雇用した日数に応じて貼付することになっております。｢被共済者を雇用した日｣とは、その被共済者（加入労働者）に対する賃金の支払いの対象となった労働日をいいます。
　　　なお、貼付につきましては、賃金を支払うつど（少なくとも月１回）、その被共済者を雇用した日数分の共済証紙を共済手帳に貼り、消印してください。
Q１６.　休祝日であっても労働日の場合は、共済証紙を貼付してよいか。
A.　　休祝日又は欠勤し、就労していない日は貼付できませんが、共済証紙は就労日数に応じて貼付することになっていますので、休祝日であっても労働者が働いた場合は貼付して下さい。また、有給休暇とか事業主の都合による休業日は就労していなくても貼付して下さい。
Q１７.　証紙の管理をしたいのだが、どうしたらよいか
A.　　共済証紙受払簿のような形式で年度毎に、管理して下さい。建退共支部より提示を求められた場合は、すみやかに対応がとれるように管理して下さい。
Q１８.　手帳の貼り付けが終わったがどうしたらよいのか。
A.　　掛金助成手帳が満了の場合（証紙貼付が200日分）は、様式第5号－2（掛金助成更新）に記入し、直接沖縄県支部窓口にて手続をとるか、郵送(書留)し新しい手帳に切り替えして下さい。2冊目以降の手帳が満了の場合（証紙貼付が250日分）は、様式第５号に記入し同様の手続をとって下さい。
Q１９.　従業員の手帳管理をする方法はどうしたらよいか
A. 共済手帳受払簿のような形式で管理して下さい。※加入年月日、（採用年月日）、離
職している場合は、その年月日が記入されていること。
Q２０.　対象とならない者が既に加入している場合、どうしたらよいか。
A.　　対象とならない者が既に加入している場合、その状態を続けることは出来ません。（例：中退共加入者、代表者及び役員(役員報酬をうけている者)
　　　中退共加入者で、建退共と重複加入している場合は建退共支部まで連絡して下さい。
　　　代表者等の対象とならない者は、建退共の退職金の請求手続きをとって下さい。
　　

Q２１.　退職金請求手続きを教えて下さい。
A.　　被共済者が建設業で働かなくなったときで、貼付された証紙が24月(共済手帳2冊目が満了)以上、また、遺族請求の場合は12月(共済手帳1冊目が満了)以上あれば、退職金を請求できます。
　　　所定の退職金請求書に必要事項を記入して、今もっている共済手帳と住民票抄本(原本)を添えて、建退共沖縄県支部に提出して下さい。
　　○遺族請求の場合は、戸籍謄本必須。

同順位者が複数の場合は、請求人以外の委任状。

事実上婚姻と同様の関係にあるもの又は生計維持を

していたものの場合は民生委員の証明が必要です。

○従業員が代表者へ就任した時、登記簿謄本（代表者就任年月日記載のもの）

Q２２.　退職金の支払はどのくらいかかるのか。
A.　　請求から支払いまで１ヶ月の日数を必要としております。退職金は月２回（月半ばと月末）に支払っております。月半ばとはおおよそ１６日ですが土・日曜や祝・祭日の関係で支払日がずれることがあります。
　　　また、月末もおおよそ月の最後の日ですが同様の理由でずれることがあります。
Q２３.　退職金を、直接事業主から本人に渡してあげたいので、事業所の方に退職金を振込んでもらえないでしょうか。
A.　　どのような事情があっても、退職金は、本人（死亡の場合は遺族）にお支払いすることとなっており、事業主の方に、受領した旨を連絡するようにお願いしております。

Q２４.　手帳を持っている方が辞めた場合、会社側の手続について。
A.　　①就労日数分の共済証紙を貼って、被共済者本人に必ず手帳を渡して下さい。

②共済証紙受払簿に退職日を記入して下さい。退職した旨の報告は年１回の履行証明願の提出時にお願いします。

③もし、本人と連絡がつかない場合は返納届（建退共に返還）に必要事項を記入し、沖縄県支部宛てに手帳と一緒に郵送(書留)して下さい。
　　　④被共済者本人が退職金請求の手続きをとる場合には請求書の証明欄に押印し渡して下さい。

· 退職金の請求したあとで、再度、建退共加入事業所に入社した場合は、新規で手帳を作成

することになります。

Q2５.　退職金額を教えてほしい。
A.　　退職金額は貼られた証紙の金額や枚数から算出しますので建退共沖縄県支部又建退共本部に問い合わせていただければ、ご本人に限り予定額としてお教えしております。
      なお、建退共本部のホームページ（http://www.kentaikyo.taisyokukin.go.jp/)で退職金額を試算することもできますのでご活用下さい。

建退共制度の適正履行の推進

(1) 過去２年間共済手帳の更新がない共済契約者に対し、履行確保を図っています。

1． 過去２年間更新のない共済契約者に対して、現況を把握するための①アンケート調査を行います。

2． アンケートの結果を基に、履行意思が有ると回答した共済契約者については、②文書により履行の徹底を要請（督促）し、文書送付後においても履行改善がない場合は、③解除予告を行った上で④契約を解除することになっています。

（実質過去４年間、手帳申込・更新、証紙の購入等履行されていない場合は、その期間を経て契約の解除となります。）

(2) 長期未更新者に係る履行促進対策を以下の通り実施しています。
･･･就労日数に応じた掛金納付の確保と退職金の確実な支給を行うため

1． 「被共済者に対する現況調査票」により、３年間更新のない被共済者について共済契約者から報告を求め、退職した者であって住所が判明したものについては、直接被共済者あてに文書を発送し退職金受給等の指導を行います。

※手帳申込時に被共済者の住所を把握し、加入したことを本人へ通知。

ロ. 　さらに、「現況調査票」を基に履行指導を必要とする事業所に対しては、訪問・電話等により直接的に長期未更新者の現況を把握し、退職金受給、手帳更新、手帳返納の指導を行います。
履行証明書について
【履行証明書の発行基準】
直前１年間に共済手帳の更新及び共済証紙の購入等が確認できない場合は、手帳の更新（証紙の購入）等が、確認できた後に履行証明書を発行する場合がございます。なお、沖縄県支部では、更新率７０％未満の事業所は、履行証明書に不履行と表示し発行しております。
被共済者（更新対象者）における更新率７０％未満を不履行としております。
※更新対象者とは、
    常勤被共済者 －（新規手帳交付者 + 既存手帳新規採用者）＝ 更新対象者数
　 （決算末現在）  　  （決算内）　　　（ 決 算 内 ）
【提出書類】
1 履行証明願

2 共済手帳受払簿
3 共済証紙受払簿（必ず証紙残高を記入して下さい。）
④証紙の受渡しがある場合には、受領書（コピー）、引渡書（コピー）
⑤その他(JV工事で代表会社が証紙を一括購入も可能ですが、その際は、購入の実績が代表企業以外の他の構成員には、認められませんのでご留意下さい。)

※　決算期間の変更があった場合、決算日を基準に１２ヶ月分で記入お願いします。

【提出期間】
      随時受付（土日祝祭日を除く）
【発行日】
 　　毎週月曜日発行（月曜日が祝祭日の場合は火曜日発行）

但し、月、火曜日受付は翌週月曜発行、水～金曜日については翌々週月曜発行

· 必要事項が適正に記入されていない、必要書類が添付されていない時は、加入・履

行証明書が日程どおり発行できない場合があります。

【証明書受取先】　社団法人　沖縄県建設業協会　各支部窓口
沖建協　那　覇　支　部  TEL　098-832-6981　FAX　098-832-6982
　　　　南　部　支　部　TEL　098-856-5130　FAX　098-856-5431
　　　　中　部　支　部　TEL　098-938-6251　FAX　098-938-6252
　　　　北　部　支　部　TEL　0980-52-3019　FAX　0980-53-7057
　　　　宮　古　支　部  TEL　0980-72-9163　FAX　0980-72-8556
八重山  支  部　TEL　0980-82-5351　FAX　0980-83-2544
【発行手数料】   ２００円（証明時受取時）

· 証明書、受取の際は、共済契約者番号（下４桁）を確認します。



建退共沖縄県支部（H20.09)








建設業退職金共済制度　事務処理Q&Ａ





工事種別





総工事費





工事種別





総工事費














１．建退共手帳


２．住民票


３．退職金請求書


（会社証明印・銀行確認印要確認）
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http://www.okikenkyo.or.jp/kentaikyou/ke_kentaikyo.htm





☆建退共沖縄県支部ホームページ･･･最新情報、履行証明願等、様式ダウンロード等


http://www.okikenkyo.or.jp/kentaikyou/ke_kentaikyo.htm





履行証明書の様式サイズを、在庫がなくなり次第、


現行B5サイズからA4サイズへ変更する予定です。
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